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販売 管理 会計 の基 礎 構造

藤 田 芳 夫

1.ア カ ウ ソタ ビ リテ ィ ・アカ ウ ソテイ ング

と して の販 売 会 計か ら管理 情 報 シス テ ム

の一一環 と して の販 売 管 理 会計 へ

本稿は販売管理会計 の 基礎構造を明 らかに しよ うとす る ものであ る。販売

管理 会計 は当然,予 算 統 制 と結合 して考 え られ なければな らない。 しか し,

同時 に,日 常 的 な会 計 ル ーチ ンの 中に 存 在 しなければ な らない。そ こで,販

売 管 理 会 計 を予 算統 制 シ ス テ ムと して展開す るためには,そ の 基礎 構造 と し

て の会 計 ル ーチ ソを明 らか に しておか なけれぽ な らない。

あ らゆ る会計 システムは監査に耐 え うる ものでなけれ ばな らない。販売 会

計 もこの例 外でない ことはい うまで もない。販売会計に おいて監査 に耐 え う

る とい うこ とは,販 売 会 計 の 内部 に存 在 す る各 勘 定に よって販売部門の アカ

ウ ソタビ リテ ィが明 らかに され るこ とを意味 してい る。 したが って,販 売 会

計 は第 一 に販 売 部 門 の ア カ ウ ンタ ビ リテ ィを明 らかにす るために記録 と記録

との照合,記 録 と事 実 との 照合 を充 分 に 確 保す る体系でなければ な らない。

また第二 に,内 部牽 制 の立 場 か ら,営 業 と保 管 と会計 の三 者 を分 離 した シス

テムに よ り,記 録 それ 自体 の正 確 性 の他 に,経 営活 動 自体 の真 実性 を保 証 さ

れ なければ な らない。

い ま,最 も単 純 な手 記 複式 簿 記 シス テ ムについて この点を考えてみ よ う。

商 品の販売が行われ ると,

(借)現 金 × ×(貸)売 上 × ×

とい う仕 訳 か
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(借)現 金 × ×(貸)商 品 × ×

販 売 益 × ×

とい う仕 訳 が 便利 であ るため使用 され るが,商 品 の販 売 に 関 す る仕 訳 は本 来

(借)現 金 × ×(貸)売 上 × ×

売 上 原価 × × 仕 入 × ×
(置)

とい う形式になるものである。

それは,第 一図に しめす ように,販 売部門によって作成 されたイ ンボイス

による売上帳の記入 と,商 品有高帳への記入である。

インボイスにもとつ く仕訳,す なはち売上帳の記入は具体的な販売活動そ

れ 自体の把握であると同時に,販 売に よる実現収益の把握 と,販 売活動によ

り増加 した貨幣的資産の把握を意味する。 また,イ ンボイスに よる商品有高

帳の記入は商品のゾル ・ベスタソ トを明 らかに し,ま た歴史的原価 としての

売上原価を明 らかにする。

インボイスか ら商品有高帳に記入 し,そ れを実物 としての商品資本の流出
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(1)拙 稿 「複 式 簿記 とデ ー タ ・コ ン トロー ル」 小 樽 商 科 大 学 「商 学 討 究 」VoLl5,

No・4,1965年2月 号P・66参 照 。
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として把えると共に,利 潤計算上の費用の発生 としてとらえ,ま た,イ ンボ

イスか ら売上帳への記入により,貨 幣的資産の流入 と収益の実現を認識する

ことは,商 品資本の循環運動を実体勘定 と名 目勘定の両面か ら把握す ること

である。

これは商品資本か ら貨幣資本への流れを商品か ら売上原価への流れ と売上

収益か ら貨幣的資産への流れ とい う二つの流れに分断 し,第 二図の二つのA

で示す ように,そ こには二つの記録 と記録の照合関係を成立させ る。それ と

同時に,二 つのBで 示す ように,商 品の帳簿在高(当 在高,ゾ ル ・ベスタン

ト)は 商品の実際在高(実 在高,イ ス ト・ベスタソト)と 照合され,貨 幣的

資産の帳簿在高 も貨幣的資産の実際在高 と照合される。

ここで注意 しなけれぽならない点は,第 二図の上半分に示 されている範囲
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内で の 会計 活 動 はす べ て ア カ ウ ソタビリテ ィ ・アカウ ソテ ィングの範疇に属

す るとい うことであ る。

企業 が小規模で あ るか,経 営活 動 が極 め て単 純 で あ れ ば,以 上 の基 本 的 な

会 計 シス テ ムを よ り複雑,精 巧 な もの にす る必 要 は な い。 しか し,職 能 的 に

分 化 した単 位 組 織 に よ って企 業が構成 され,販 売 活 動 が 大 規模 か つ複 雑 に な

れ ば,販 売活 動 を よ り詳 細 に 分析 し うる必要が生れ る。のみな らず,よ り基

本 的 な 条件 と して,販 売 部 門,商 品 保管 部 門,発 送 部 門,売 掛 金管 理 部 門,

会計 部 門 等 の諸 部 門 間 の情 報 の流 通径路 に内部牽制 原理 に もとつ いた 自働検

証機 能を介在 させ,分 業 の長所 を確 保 しな が らア カ ウソタビ リテ ィ・アカ ウ
(2)

ンティ ングの原則を貫徹 させ なけれぽならない。

のみな らず,企 業が大規模になれば,諸 部門間の調整 と密接な連携が必須

条件 となる。本稿で とりあげている販売活動について もこれは妥当す る。販

売部門の任務は商品の販売であるが,販 売活動に よって入手され る情報は単

に販売 された商品 の 金額(実 現収益)と 数量 に 限定 され るものではない。

RaymondVillers教 授に よれば,「 販売部門に期待され るのは商品の販売で

ある。 しか し,製 品デザイ ン,原 価低減計画,在 庫又は製造計画のごとく,

わずかな例をあげてみて も,販 売努力 とは別個であ りなが ら,し か も販売 と

密接に関係している活動に とって必要な情報を提供す ることが販売部門に期
(3)

待 され ているのであ る」。

また,J.F.Mageeは 在 庫管 理 の立 場 か ら次 の よ うに のべて い る。 「総括

的な在庫管理 シス テムは生産 ・販売 ・財務 な どの政策や,操 業 方 針 の決定 な

ど広 範 囲の もの と接触す るので,現 金計 画,資 金 予 算 お よび 販売 予 測 な ど,
くり

他の計画お よび管理活動 と密接に協調 してゆかねばならない」,と 。

(2)情 報 の 径 路 に 自 動 検 証 機 能 を 介 在 さ せ る 点 に つ い て は,不 充 分 な が ら前 擢1拙

稿 「複 式 簿 記 と デ ー タ ・ コ ン トロ ー ル 」pp・76-80を 参 照 され た い 。

(3)RaymondVillers,DynamicManagemen七inIndustry,Prentice-Hall,

1960,p.91.

(4)JohnEMagee,Produc七ionPlanningandInventrycontrol,McGraw-

Hill,1958,松 田.千 住 訳 「生 産 計 画 と在 庫 管 理 」,紀 伊 国 屋,1961,P.13.
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か よ うに考 える と,販 売 活 動 に と もた って入 手 し うる資料 を純粋 に アカ ウ

ンタビ リテ ィ ・アカウ ンティ ングの範 囲に限定す る ことは餌意味 になってい

るといわ ざるを得 ない。

た とえば,受 註 商 品 の うち未 発 送 部 分 で あ るバ ック ・オ ーダーの問題は,

販売 部 門 や在 庫 管 理 部 門 に と って重 要な問題であ るが,す くな くと も財 務 会

計 上 の 問題 では ない。 なぜ な ら,手 持 商 品 の 不足 に よ り販 売収 益 の実現が阻

害 され てい る状態 では,そ もそ も財 務 会計 的 な意 味 で の 取引を考 え る意義が

ないか らで ある。 しか し,管 理 の た め の 情 報 シス テ ム とい う観点か らすれ

ば,パ ック ・ナ ー ダーの発 生 を明 確 に把握 し,そ れ を 消 滅 させ る こ と,な い
くの

しそ の発生率 を減少 させ る措 置を とる事が極 めて重要であ る。販売活動 の効

率を高め るには,バ ック ・オ ー ダーの発 生 を迅 速 ・的確 に認 識す るだけ でな

く,そ の バ ック ・オ ー ダーに対 して直 ちに適切 な処置 をす ることが必要 であ

り,さ らに バ ッ ク ・オ ー ダーの 予 防 システ ムを作 って,バ ッ ク ・オ ー ダ ー発

生 の事 実 を予 防 システ ムに フ ィー ド・バ ックし,予 防 シス テ ム自体 を改 善 し

なけれ ば な らない。

か よ うに,取 引 が 内包 して い る資料 の 有効 性 を単 に アカウ ンタビ リテ ィ ・

アカウ ソテイ ソグの観点か ら限定す るのではな く,同 時 に他 の多 くの管 理 分

析 の観 点 か ら資料 の必要性 を判定 し,さ らにそ う して 得 られ た 資料 か ら諸部

門の活動 を調整 し,コ ソ トロ ール す るた め に必 要 な情報 を創 り出す とい う三

つ の課題が現在 の会計 システ ムに負わ され ている といわねば な らない。

この よ うに考 え ると,販 売 会計 二 お い て,ア カ ウ ン タ ビ リテ ィ ・ア カ ウ ソ

テ ィングの原則はそ の上に構築 され る財務会計 のために も,ま た管 理 会 計 の

た めに も絶対 に必 要 ではあ るが,販 売 管 理 会 計 の現 実 の形 態 は ア カウ ソタビ

リテ ィ ・アカウ ンティ ングの段階に止 まることはで きない。第二図 の下半部

に示す よ うに,ア カ ウ ン タビ リテ ィ ・ア カ ウ ンティ ングの各部分がそれ ぞれ

(5)企 業会計原則的な意味での収益実現主義を日常のルーチン的販売管理会計の

中に持ち込んではならない点については,後 述の註文受付手続を参照の こと。
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独得の管理技術をもつ独 自の管理領域 として展開され,さ らに個 々の管理領
(6)

域 が全体 として調整 され,統 合 され ね ぽ な らな い。

換 言す れ ぽ,会 計 シス テ ム は 管 理 の た め の 情 報 システ ム(Management

InformationSystem)の うち会計 的側 面 を 担 うもの と して,ま た,ア カウ

ソ タ ピ リテ ィ ・ア カ ウ ソテイ ソグ原則に よって管理情報 システムに現実性 を

賦与す る基本条件 として機能 しなければ な らない。 このいみにおいて会計 シ

ステ ムは管理情報 システム と 融合密 着 した形態 に 編成 されなけれ ぽな らな

いo

ア メ リカ会計学会 の1963年 度会 計 組 織 論 教 育委 員 会 の 報 告 は次の よ うに

のべ てい る。 「今 日の会計 システムは単 な る元帳 とは遙 かにちが った ものに

な ってい る。統計的 であ ると同時に会計的 であ るのがその特質であ る」,と 。

また,「 会 計 組 織 論 の これ まで の発 展 では実用主義が重視 され,ま た 内部 の

財 務 的情 報 と統 計 的情 報 を 重視 して きた」,今 日,企 業 は電 子 計 算機 と管 理

又 は経 営 科学 に よる新 しい管理情報 システ ムに関係せ ざるを得 ない状態に立

ち至 って いるが,こ の新 しい管 理 情 報 シス テ ム と会計 システ ムの 「両者 を分

離 して考 え ることは現実的ではない」(Neitherofthesetwosystemscan
(7)

beconsideredrealisticallyapartfromtheother・),と し て い る の で あ る 。

2.註 文 受 付処 理 シ ス テ ム

上述 した ような観点か ら考えると,現 実に機能 しうる販売管理会計の条件

を明らかにするためには,註 文書の受付処理 システムの内部構造か ら明 らか

にしなければならない。

(6)こ の 点 を 予 算 統 制 の 立 場 か ら 強 調 して い る もの に 次 の 二 書 が あ る。OEEC

編 著,中 小 企 業 原 価 計 算委 員会 訳 「企 業 の 予 算 統 制 」 日本 生 産 性 本 部,1961,

p・81・ お よび 青 木 茂 男 博 士 著,「 新 版 近 代 予 算 統 制 論 」 ダ イ ヤ モ ン ド,1966,

P・23・

(7)ColnmitteeonAccountingSystemsInstruction,1963,0fA.A.A.,
`tReportoftheCommitヒeeonAccountingSystemsInstruction

,"Accoun-

tingReview,July1964,p.716.
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註文受付処理 システム分析 の焦点 は,販 売 活 動 か ら発 生す る会 計資 料,営

業 資 料 のすべ て につ い て どの よ うな資料 と,ど れ だけ 詳 細 な情 報 が必 要 で あ

るか,ま た,ど の よ うな順 序 で資 料 処 理 を 行 うか,そ して最 後 に デ ー タの流

通 径 路 の どこに検証作 業を入れ るか,と い う三 点 であ ろ う。

そ こで,註 文 受 付 処理 シス テ ム分 析 の 第 一歩 は システ ムを構成す る手続

(procedure)な い しサ ブ ・シス テ ムを 明 らか にす ることか ら始 めなけれぽ な

らない。註文受付 処理 システ ムは次の手続か ら構成 され る。

(1)註 文 受 付手 続(salesorderProcedure)

セ ール ス マ ソ等 が顧 客 か ら註 文 を 取 り,こ れ を 註 文 受付 係 に集 中す る。

以 下の販売事 務処理活動 の出発点 となる。

(2)発 送 手続(shiPPingo「de「P「ocedu「e)

これ は註文 受付 係 が倉 庫 部 門 に 商 品 の 引 出 しを指示 し,発 送 部 門に荷

造,発 送 を指 示 す る発 送 指 図 書(shippingorder)を 作 成 す る手 続 で あ る。

(3)代 金 請 求 書作 成 手 続(billingProcedure)

イ ソボ イス とそ の コ ピーを作 成 して得意先 と企 業内の関係部門に送付す

る。

註文受付処理 システ ムは以上三つの手続 またはサ ブ ・システ ムか らなる と

い うことがで きる。 ただ し,代 金請 求 書 作 成手 続 の完 了 に よ ってアカウ ソタ

ビリテ ィ ・アカウ ソテイ ソグの諸条件が充足 され,同 時 に,次 に か か げ る三

つ の シス テ ムに対 して起動 力 とな る。

a・ 販売 分 析 手 続

販売 活 動 か ら得 られ る実績 デ ータに もとついて販売 分析 を行 う。 この実績

デー タは販売管理会計 システ ムの不可 欠の要素であ るが,す で に指 摘 した よ

うに,こ の デ ー タは 財 務 会 計 的 な実 現 収益 と発 生費用 に限定 され る ものでは

ない ことに注意 しなければな らない。

b・ 売 掛 金 管 理 シス テ ム

代 金 請求 書 作成手続 で作成 したイ ソボイスの コピーの うち一 枚は財務部門
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に送付され,売 上債権の管理に使用 される。
ノ

c.在 庫管 理 シス テ ム

販 売 に よ る商 品 の 引渡 しまたは発送が商 品の購入 または生産 を必要 とす る

ことは余 りに も明 らかであ り,在 庫管 理 シス テ ムは販 売 と購 入 または生産 シ

ステ ムとの結節点 とな るQ

本節 の は じめに 掲 げ た三 つ の 着眼点に したがいなが ら販売に ともな う註文

受付処理 システムの基本構造を明 らかにす るため,以 下,最 初 の三 つ の手 続

に つ いて,そ の 内容 を さ らに詳 細 に 分 析 してみ よ う。

2-1t註 文 受付 手 続

註 文 受付 係 の職 能 を分析 す る場 合,ま つ,次 の二 点に 注 意 しなけれ ば な ら

な い。第一 に,財 務 会 計(financialaccounting)に おけ る収 益実 現 主義 は 註

文 受 付 係 に おけ る売 上の認識には適用 され ない とい うことであ る。収 益に対

す る実現主義 は財務会計上,期 末 決 算 整理 に お い て適 用 され るのであ って,
(8)

ルーチ ソ的手続たる註文受付手続にそのまま適用 してはな らない。

また第二に注意すべき点は註文受付係が受付け る註文 こそ以後のすべての

経営活動の起動力であるか ら,そ の内容の正確性 ・信頼性が保証 されなけれ

ばな らない。註文が企業に通知 される方法には,セ ールスマソが顧客を訪問

して註文を獲得す る場合,顧 客か ら電話で註文を受ける場 合,店 頭で註文を

受け る場合,註 文受付係が顧客の註文を郵便で直接受ける場合,顧 客が署名

捺印した正規の註文書である場 含,と い うように様 々な方法がある。いつれ

にせ よ,誰 が註文書を書き,そ の内容に責午を負 うかとい う点を明らかに し

(8)cf.J.B.HeckertandH.D.Kerrigan,Accountingsystems,Designand

Installation,2nded.,RonaldPress,1953,PP.133-134.ま た青 木 博士 は 前掲

の著 書 に お い て,予 算統 制 の立 場 か らで は あ るが 次 の よ うに い われ て い る。 「常

時 継 続 的 に 行 な う会 計 は,財 務 会 計 ・管 理 会 計 の両 目的 に 役 立 つ ご と く展 開 し う

る よ うに 行 な うか,あ るい は 管 理 機 能 を 中 心 に 考 慮 され るべ きで,財 務 会 計 目的

の た め に は期 末 に これ に つ い て必 要 が あ れ ば 調 整 を 加 えれ ば よいLと 。cf・ 青 木

環 男博士前町}・P・6s・
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なければ な らない。
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この正確性 と信頼性 を保証す るため,形 式 検 査(formatverification)と
(10)

内 容 検 査(reasonablenessverification)が 行 わ れ る 。

以上の諸点に留意 しなが ら分析す る と,註 文 受付 係 の 職能 は次 の よ うに考

え られ るであろ う。

(a)註 文 書 の 整理 ・検査(editingtheorder)又 は オ ー ダ ー ・レヂ ス タ ー

の作 成

外 部か らの註文書は通常規格が不統一であ るか ら,ま つ 個 々の企 業 の所 定

の受 註 票,ま た は,プ レ ・ビ リ ング制 を採 用 して い る場合には,次 の よ うな

正 複 の イ ンボ イス に書 き改 める。

1

2

3

4
.

く
り

10

正

複

複

複

複

複

顧客に対する代金請求用イ ソボイス

販売部門の経営活動資料 として

会計部門で処理す る会計データとして

商品の保管 ・発送部門に対す る指図書 として

顧客の信用審査のため財務部門に送 られる通信データとして

送付 した荷物に入れ る荷造納品票

註 文引受 と同時 に発送す る請書(advice)を も作 成 す る とす れ ば,必 要 な

枚 数 を削減 す る よ うに努 力 して も,五 な い し六 枚 の伝 票 を作 成 しなけれ ばな

らない。(第 三 図参 照 の こ と)

この過 程 でformatverification,reasonablenessverificationが 行 われ

る。 す なわ ち受註 商 品 の特 殊 な仕様やその他 の要求事項 について検査す るの

は勿論,数 量,販 売 単 価,合 計 金 額,さ らに販 売 数量 が一一定 量 以上 に なった

場合 の割 引価格,見 本 数 量,運 送減 耗 そ の他 の販 売 条 件 の正 確性 と正当性が

(9)J.B.Heckert&H.D.Kerrigan,ibid.,P.135.

(10)こ のformatverificationお よ びreasonablenessverifica士ion(ormeaning

verification)と い う 概 念 はR.H.Gregoryお よ びR・LVanHorn両 氏 に よ

っ た 。cf.R.H.Gregory&R.L.VanHorn,AutomaticData。Processing

Sys七ems,PrinciplesandProcedures,2nded,,Wadsworth,1963,pp.6-7,
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チ ェックされ る。そ して以後の検索照合のための歴史的記録が整理編輯され

る 。

(b)信 用 審 査(creditreview)と 商 品 手 持 量 の 確 認

註文書の整理編輯が終了す ると同時に,ま たは並行 して註文書 またはイ ソ

ボイスを信用担当部門に送付 し,顧 客の支払能力について承認を得なければ

な ら な い 。

信用審査が合格 したならば,直 ちに註文引受状又は請書を顧客に送付すべ

きである。 しか し,引 受状を送付す るには,通 常商品の必要量が在庫 してい

なけれぽな らない。 したがって在庫量 と受註量を比較 し,も し不足する場合
(11)

にはバ ック ・オ ーダーが許 され るか ど うかを明 らかに しなけれ ばな らない。

以上の処理が完了すると,註 文品の引渡 し,し たがって財務会計にい う収
(i2)

益についての実現主義適用の基盤が成立 したことになる。

(c)発 送 計 画 の 立 案(shippingplannin9)

信用審査に合格 し,'商 品の発送必要量が在庫すれば,商 品を発送 しなけれ

ばな らない。商品発送計画は発送商品の種類,数 量,大 企業の場合は出荷倉

庫又は工場,発 送 日などを顧客の指示する条件に従いなが ら決定 しなければ

(11)A・1.C.P.A.,``InternalContro1,"AJ.C.P.A.,1949,Chart5で は請書 の

発行 が信用審査 の直 後に行 なわれ る よ うに してあ る と解釈 され るが,在 庫量 の確

認手続 につい ては不 明で あ る。cf・AJ・C・P・A・,ibid・,Chart5・

(12)1951年7月 に発表 され た 「内部統 制 の 大綱 」 とな らんで わが国 の会計 組織

論 の発展 に重要 な寄 与をな した と考 え られ る 「内部統 制 の 実施 に 関す る手続要

領」(通 商産業省産 業合理化審議会,1953年)は この点につ い て 次 の よ うにのべ

てい る。「(一)販 売手続 において は,得 意先 に対 す る信用限度 の設定 ・受註承認

に対 す る責任 は,財 務部長 が持 つ ので,販 売部販売課 か らの受註 承認伺に対す る

承 認事務 は,財 務部売掛課 が行 な う。 また コン トロー ラー部会計課 は販売課が発

行 す る倉 出請求 書を受取 った ときは,受 取 勘定 の状況 を勘案 の上 発送すべ き受註

品 の出荷を統制す る」,と 。(雑 誌 「会計 」Vol・63.No・3,1953年3月 号,p・129

または通産省産業 合理化審議会 編 「経営 におけ る 利益 と 統制 」,日 刊工業新 聞,

1964年,P・26)

ここでは,財 務部売掛課 の行な う信用審 査 とコ ン トロー ラ部会 計課が 「受取 勘

定を勘 案の上 」行 な う出荷統制 とが異 質 の ものか,同 質 の ものか,ま た相互 にい

か な る関係があ るか,明 らかで ない。
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な らない。この発送計画は トラック,鉄 道,船 舶,飛 行機等運送手段 と運送

径路についてその費用 とス ピー ドを比較 し,ま た荷造費用,同 一仕向地にま

とめて発送 され る他の荷物の量,通 運業者の選択など,か な り多数の しか も

日々変動す る要因を考慮 しなが ら決定 しなけれぽな らない。

製造業の場合,こ の職能は直接,関 接に生産計画に関連 し,殊 に,註 文生

産の場合,生 産計画担当部門 との調整は必須条件 となる。商業の場合で も在

庫管理部門 と関連する。

か ように,発 送計画は運送それ 自体について多 くの変数を考慮 しなければ

な らないか ら,こ の点か らいえば,独 立の発送部門が発送計画を立てるのが

望 ましい。 しか し,生 産計画,在 庫管理のように企業内の他の部門に密接 な

関係を持 っているだけでな く,顧 客の要求する発送条件その他イ ソボイス作

成に関する資料は註文受付係にある。 したがって,発 送計画の立案を発送作
(13)

業の現場に移すのが良いと簡単に結論するわけにはゆかない。

か ような理由か ら本稿では発送計画の立案を一応註文受付係の職能の一つ
(14)

としてお く。

場 合に よ り,需 要 量 を一一一reに発 送 せ ず,幾 度 に も分 け て発 送 す る(partial

shipment)こ と もあ る。 この場 合 の 処理 も註 文受付係 の職能に属す る。

(d)発 送 指 図書 の作成

発 送 日,運 送 径 路,出 荷 工 場 又 は倉 庫 が 決定 した な らば,倉 庫 部 門,荷 造

発 送 部 門が 最 も使 用 しや す い文書 の形 でデ ータを指 図書に作成 しなければ な

(13)こ れ は個 々の企業 の実情 と同時 に,そ の企業が採 用 してい る資料処理 システ

ムの特 質に よる。J・P・McNerneyが 行 な った一企 業 の実態調査 に よれば,そ の

企 業では最 初,註 文 受付係 が 発送 計画 を 担 当 していたが,電 子計 算機 の導入 に

よる組織 の再編成 に よ りこれ を発送部門 に 切替 えてい る。cf・J・P・McNerney,

InstallingandUsingAnAutomaticDa七aProcessingSystem,ACaseStudy

forManagement,DivisionofResearch,HarvavdUniversity,Graduate

SchoolofBusinessAdministration,Boston,1961,p.16.

(14)た と え ば,C・Gillespie教 授 も こ の よ うに 扱 っ て い る 。cf・C・Gillespie.

AccountingSys七ems,ProceduresandMe七hods,2nded.,Prentice-Hall,1961,

P・195・L
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らな い。 この際,倉 庫 部 門 と発 送 部 門 の 間に 内 部牽制 を行 なわせ(第 三 図(B)

参 照 の こ と),か つ 能 率 的 な事 務 処理 の た め前 節(a)註 文 書 の整 理,編 輯 段 階

で 複製 され た イ ソボイ ス の うち二枚が両部門に同時 に送付 され る。

(e)フ オ ロ ー ・ア ップ

註 文 受 付 部 門 はす べ ての註文につ いて,そ れ が発 送 済 とな ったか,そ れ と

も未 発 送 の ま まに な って い るか を明 らかに しなけれ ばな らない。す なわち,

商 品 発 送 手 続 の フオ ロー ・ア ップを行 わ なければ な らない。C・Gillespie教
ロの

授 の 著 書 で は こ の フオ ロ ー ・ア ッ プ は 受 註 票 フ ア イ ル で 行 わ れ て い る が,

A・1・C・P・A・ の 「イ ソ タ ー ナ ル ・コ ソ ト ロ ール 」 第 五 図 で は こ の 点 が 不 明 確

くユの

であ る。そ こで,本 稿 で は 第 三 図⑥ に この 点 を 明示 した。

この商 品発送手続 の フナ ローア ップではバ ック ・オ ーダーの管理,部 分 発

送 註 文 の管 理 のほ か,キ ャ ソセ ル,戻 り品,発 送 もれ,運 送 中 の 損傷,超 過

運 賃,品 違 い 等に 対 す る ク レー ムの 処理 など他部門 と連絡を と りなが ら適切

な処理 を しなければ な らない ものが多 く含 まれ てい ることに注意 しなければ

な らない。

以上が註文受付 係の基本 的職能 であ り,こ れ を 図 示 す る と第 三 図 の註 文 受

付 部門 の枠 内の よ うに示す こ とがで きる。

2-2.発 送 手 続

商 品 の 保 管 部 門 と荷 造 発 送 部 門 は 内 部 牽 制 の 観 点 か らす れ ぽ,そ れ ぞ れ 独

立 して い る 方 が よ い 。 両 者 が 独 立 して い る と き,発 送 手 続 は つ ぎ の よ うに な

る 。

(a)出 庫 指 図 書 と荷 造 納 品 票

前 述 した よ うに 註 文 受 付 係 で は 出 庫 指 図 書 と荷 造 納 品 票 を作 成 し,前 者 は

倉 庫 部 門 に,後 者 は 荷 造 発 送 部 門 に 送 付 され,荷 造 納 品 票 は 倉 庫 か ら出 され

(15)cf.C.Gillespie,ibid.,p。171.

(16)cf,A,IIC。P.A,,ibid,,Chart5,
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た商品を発送する際,そ れを許可するものとして機能する。出庫指図書 と荷

造納品票のいつれが欠けても商品の発送ができない とい う意味で内部牽制の

機能を果すことは前述 した通 りであるが,荷 造発送部門における未発送の荷

造納品票は通常倉庫部門の未 出庫品を意味 し,そ れは第三図でいえば,イ ソ

ボイス ・コピー一#3が 註文受付係に還流 しないことにな り,註 文受付係のフ

オ ロー ・アツプに役立つ。

(b)実 際出庫量の記入

出庫指図書には註文受付部門により出庫量が指示 してある。倉庫部門は こ

の指示に もとついて出庫 し,実 際出庫量を指図書に記入す る。通常の場合,

註文受付係が指示する数量 と実際 出庫量は一致する筈であ り,殊 に註文受付

係が信用審査を うけ,註 文数量と在庫数量を比較 した後に出庫指図書を作成

した場合には,も し指示された数量 と実際出庫数量が相違すれぽ,そ れは在

庫管理 システムの不正確 さを示す もの となる。このような不一致が発生 した

場合には,こ の註文に関するかぎ り註文受付処理手続は振 り出 しに もどらな

ければならない。

(c)運 賃その他の記入

運賃,保 険料その他顧客が負担すべき費 目がある場合,註 文受付係で発送

計画の立案 と同時にこうした金額を確定することができれば,発 送計画の立

案 と同時にイソボイスに記入すれば よい。 しか し,前 述のように発送計画が

かな り複雑で変動 し易い条件に支配されるか ら,運 賃,保 険料等の費 目の確

定 と記入を荷造発送部門で行 うのが妥当な場合 も多いであろ う。

2-3.代 金 請 求 書 作 成 手 続(Billingprocedure)

代 金 請 求 書 作 成 係 は 第 三 図 に 示 した イ ソボ イ ス ・コ ピ ー#2,3,4に

あ る取 引 毎 の 変 動 デ ー タ(variabledata)と 顧 客 お よ び 商 品 に つ い て の 固

定 デ ー タ(fixeddata)を 組 合 せ てforma七verification,reasonableness

verificationを 行 った 後#2,3,4を 完 成 す る 。
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したがってイ ソボイス価額と註文引受状記載価額が二度にわた って計算 さ

れるのであるか ら,両 者の関係に何等かの原則がなけれぽな らない。註文引

受状が先行 しているのであるか ら,原 則として引受状記載価額が優先 しなけ

ればな らないであろ う。

運賃,保 険料,租 税公課その他の諸掛をピリング段階で加算す る方法を と

っている場合には当然そ うした項 目を追加 しなければな らないが,こ のよう

な追加データを処理する他に,ビ リソグ段階で註文受付係または荷造発送部

門での処理に間違いが発見された場合,そ の誤 りを どのように処理するかに

ついて,あ らか じめ決定 しておかねばならない。 この点が内部統制 上もっと

も重要な点の一つである。

内部牽制の観点か らすれぽ,代 金請求書作成係の職能は営業および保管か

ら区別された計算職能を遂行す る会計部門の一部 として理解 されなけれぽな

らない。会計部門 したがってコソトローラ部門に属する代金請求書作成係の

処理は同時に,第 四図に示す ように管理会計 と財務会計の出発点をなす。換

言すれぽ代金請求書作成手続を媒介 として在庫管理 システム,売 掛金管理 シ

ステムおよび販売分析手続が開始 され るのである。

かように代金請求書作成手続を広義に とらえると,販 売分析を行 うために

代金請求書作成作業
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必要なデータが ビリソグ手続のなかに存在 しなければな らな くなる。 また在

庫管理に必要なデータ,売 掛金管理に必要なデータもビ リソグ手続のなかに

存在 し,利 用 されなければならない。

C・Gillespie教 授は 「販売分析手続 と代金請求書作成手続 は 同時に考察 さ
(17)

れ なければ な らない」,と 主 張 され,ま た 手 記 簿 記 シス テ ム に つ い て ではあ

るが,E・A・Johnson教 授 も販売 分 析 はす べ て の企 業 に とって必要 であ り,

しか も売 上帳 に 売 上 を記 録 す る と同時 に販売分析のための記 録を行 うべ きで
く　

あるとされている。

か ように販売分析 と販売会計は密接な関係を有するものであるが,両 者の

関係を考える場合,二 つの方法が可能である。その一つは代金請求書作成の

完了後,売 上帳,商 品有高帳,売 掛金元帳の記入 と並んで販売分析を行 う方

法である。すなわち,財 務会計的な実現収益 としての売上について販売分析

を行 う方法である。たとえば第一図および第二図の方法を単純に簿記の仕訳

とい う観点か らながめるとこの第一の方法になるであろ う。

これに対 し,販 売分析のための資料を代金請求書作成手続 までのコ ミュニ

ィケ ィショソ・フロオの中に組み入れ,代 金請求書の作成 と同時に財務会計

的な意味での未実現収益部分ない し非実現収益部分を も含めて販売分析資料

を作成する方法が考えられる。

第二の方法に よるとしても,具 体的には様 々の形が考えられる。最 も基本

的な方分は代金請求書作成手続で確定イ ンボイスを作成するとき,同 時に在

庫管理,売 掛金管理および販売分析のためのデータをそれぞれカー ドまたは

ユニット・レコー ドの形につ くることである。なぜ なら手記簿記 システムの

欠陥は様 々な観点か らする多元的分析が不可能な点に存在するか らである。

それではどのようなデータが必要になるかを次に明 らかに しなければなら

ない。 しか し,ど の ようなデータが必要か とい うことは,た とえば どのよう

(17)C・Gillespie,ibid・,P・221・

(18)E.A.Johnson,AccountingsystemsinModernBusiness,McGraw一 且il1,

1959,p,10.
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な販 売 分 析 を 行 お う とす るか にかか ってい る。 したが って,ビ リソグ手 続 を

基 点 に して在 庫 管 理,売 掛 金 管 理,販 売 分析 を 開始 させ るた め に ビ リング手

続 の中に存在 させ るべ きデ ータは当然の こ となが ら販売分析 等の 目的 と性格

に依存す るこ とになる。

3.販 売 分析 の基本的構造

C・Gillespie教 授 は 販 売 分 析 を 基 本 的 分類 と特殊分類 の二つに大別 され た

　ヨ　　

上,さ らに 次 表 の よ うに 細分 して お られ る。 この分類 が持つ 欠陥は,第 一 に

基 本 的 分 類

1.製 品 別 分 類

2.セ ール スマ ン別分類

3.顧 客 別 分 類

4.販 売方 法別分類

(セ ールスマ ンに よる直接販 売.郵 便販売etc・)

特 殊 分 類

1.地 域 別 分 類

2.顧 客業種別分 類

3.配 給 チ ャンネ ル別分類

基本的分類 と特殊分類を区別するものが何で

あるか不明な点である。た とえば,何 故に販

売方法別分類は基本的であ り,配 給チ ャンネ

ル別分類は特殊分類でなければな らないかは

少 しも明 らかでないのである。

販売分析には様 々な観点 と,し たが って多

様な方法があ り,企 業の性質,規 模,環 境に

より,ま た特に経営者 の 要求 に 従 って販売

分析の方法は選択され る。 しかL,Heckert

お よ びKerrigan両 教 授 に よれ ば,販 売 分 析 に は 基 本 的 な 観 点 が あ り,そ れ

は 一,何 が 売 れ た か(whatwassold?),二,顧 客 は 誰 か(whoarethe

customers?),三,誰 が 販 売 した か(whomadethesaleP),四,利 益 は 何

程 か(whatwastheprofit?),五,何 処 で 売 れ た か(wherewasitsold?),

六,そ の 他 の 分 析 点(otherquestions)と い う六 つ に 区 別 され る とい う。 そ

して,そ れ ぞ れ の 観 点 に つ い て よ り具 体 的 な 分 析 上 の 課 題 を 数 多 く指 摘 して

(20)

お られる。

企業により採用され る販売分析の具体的方法は,上 述 したように確かに多

(1g)C.Gillespie,ibid.,p.221.

(20)Hecker七&Kerrigan,ibid.,P・155・
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種多様 であ ろ う。 しか し,HeckertとKerrigan両 教 授 が示 され る五つ の基

本 的 な観点 は,た だ並 列 的 に 配 置 され るべ き ものであ ろ うか。 これ ら五 つの

観点の間に何か基本的 な関係は存在 しないであ ろ うか。

た とえば,Heckert,Kerrigan両 教 授 が 四 番 目 に 示 され た 「利 益 は何程

か」 とい う観点は,さ らに 次 の よ うに 具 体化 され て いる。す なわ ち,

4-a

4-b

4-C

斗一d

4-e

商品別売上総利益分析

販売地域別売上総利益分析

支店別売上総利益分析

顧客種類別又は階層別売上総利益分析

セールスマン別売上総利益分析

等である。そ して これ らの分析 目的は,そ れぞれの分析に より収益力の大小

を判定 し,販 売努力の増強,減 少ない し販売努力そのものを中止すべ き場所
(21)

を明 らかにす ることにある とされ てい るのであ る。

しか し,こ の四 「利 益 は何 程 か 」 とい う観点 は,実 は極 め て一 般 的 な 分析

目的 で あ るととに注意 しなければ な らない。端 的に いえば,「 何 が売 れ たか 」

とい うこ と も,「 顧 客 は誰 か 」 とい うこ と も,さ らに 「誰 が 販売 したか 」 と

い うこ とも 利益 と結びつかず しては 殆 ん どそ の意義 を 持 ちえないか らであ

る。 す なわち,(4-a)は 両 教 授 の 示 され た 一 「何 が売 れ たか」 の内に,

(4-b)(4・-c)お よび(4-e)は 三 「誰 が 販売 したか 」 の内 に,ま た

(4-d)は 二 「販 売 地 域 別 売 上 総 利 益 分析 」のなかに本質的に吸収 さるべ き

ものであ る。

また,HeckertとKerrigan両 教 授 は 「そ の他 の分析 点 」 と して分類 した

ものの内に季節別,四 半期 別,月 別,週 別 等 分 析 資料 の 時期 をあ げ てお られ

る。 た しかに分析期 間の選 択は重大 な意義を もってい る。 しか し,分 析 さ る

べ き時期 そ れ 自体 が 販売 分析 の論理構造に対 して持つ意味 は,他 の分 析 視角

が 持 つ 意義 と同 質 で はない。 したが って,販 売 分 析 の論 理 構 造 を 明 らか に し

(21)Heckert(kKerrigan,ibid・,P・155・
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ようとすれば,か ような分類基準に従 うことはできない。

私見によれば,販 売分析には三つの基本的な分析方向 と幾つかの従属的な

分析方向があ る。 三つの基本的な分析方向 とはHeckertとKerrigan両 教

授が 「何が売れたか」,「顧客は誰か」,「誰が販売 したか」 とい う形で示 され

ているものである。換言すれば,そ れぞれ商品又は製品別売上総利益分析,

販売担当者(責 任者)別 販売効率分析ないし販売組織別販売効率分析および

市場分析である。

3-1.商 品別販売分析

企業は有形無形の商品を販売することによってのみ利潤を獲得することが

できる。 したがって企業の販売する各種の商品がどれだけ販売 されているか

を第一に明 らかにしなければならない。

商品種類別販売分析には二つの方向がある。第一は商品別利益分析の方向

であ り,第 二は商品の価格 と特性によ り市場適性をしらべる方向である。

商品別利益分析においては,ま つ商品種類別の製造原価計算又は商品別取
(22)

得原価 と結合 して商品別売上総利益分析を行 うことが必要であ り,さ らに販

売原価計算(営 業費原価計算)と 結合 して商品別営業利益分析が行われる。

またそれは在庫管理を媒介 として購買管理,生 産管理等 の 出発点 を 形成す

る。

第二の方向は商品種類別の販売高が把握 された後,各 商品について販売価

格や色,ス タイル,サ イズ等物質的な商品特性に より分析を行い,商 品の市

場適性を明 らかにす る方向である。市場の動向を無視 した販売分析が無意味

である以上,こ の第二の分析方向は重要性において第一の方向に決 して劣る

ものではない。

したがって,こ の二つの意味における商品種類別販売分析は販売分析の第

(22)売 上 総 利 益 分 析 の 一 般 的 方 式 に つ い て は 拙稿 「売 上 総利 益 分 析 に つ い て」,

小 樽 商 科 大 学,「 商 学 討 究 」,Vol・17,No・3,1967年1月,PP・62-81を 参 照 され

た い 。
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一一歩である。

3-2.販 売主体別販売効率分析

企業の販売活動は根本において人間の活動である。た とえ自動販売機を使

用す るとしても,自 動販売機を何処に置 くか,自 動販売機の中に何を入れ る

かを決定するものは人間である。か くして販売活動をその担い手である販売

担当者の責任 と権限の観点か ら分析することは商品別販売分析 と並んで販売

分析の不可欠の課題であるといわなければならない。

ところで,販 売主体別販売効率分析,す なわち販売組織別ない し販売担当

者別販売分析は,誰 が何を誰に どの くらい能率 よく販売 したか とい う事 を分

析 しようとするものであるとい うことができる。そ こで,販 売組織別販売分

析は第一に商品種類別販売分析 と結合 して各販売組織におけ る商品別売上総

利益を明らか しなければな らない。そ して第二に,各 販売組織毎の販売費を

算出し,販 売組織毎の営業利益額 と営業利益率を明 らかに し,そ の能率を分

析 しなければならない。売上総利益に対 して販売費が どの程度の比率を占め

るか ということは各販売組織の能率を知る上に極めて重要であるが,獲 得 し

た註文の総数,註 文一 口当 り金額の平均値および分布,歩 合制がとられてい

るときは歩 含給支払高等を分析す ることは販売主体の能率を測定す る上,重

要な点である。

しか し,こ こでも販売組織別の利益分析が真に有意義であるためには各販

売組織がその担当する市場に対 して充分適合 しているか どうかが分析されな

けれぽならない。 この問題は取扱商品を媒介 として分析され る。各販売組織

について商品別の販売高を分析するのは,実 は各販売組織について売上総利

益の商品別構成を知 るだけでな く,個 々の商品叉は商品系列の市場に対す る

適性を分析するためでなけれぽならない。各販売組織が取扱商品の うち何を

い くら販売 したか とい う関係は所詮販売活動を内部的に分析す るにすぎない

か らである。 したがって各販売組織の担当す る市場に対する商品の適合性を

分析するためには商品の価格お よび物質的特性が,他 企業の競争商品の価格
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および特性 と比較 して市場にいかに適合 しているか とい う分析を行わねぽな

らない。

3-3.市 場 分 析

各販売組織について行われる営業利益分析,し たがって販売費用分析 も単

に金額や比率の大小を問題にする範囲に止 まることはできない。担当する市

場の需要を正 しく開発 し,把 握 したか どうかが問題なのである。

換言すれば,従 来か らの経常的 な 顧客 を 依然 として把握 しているかどう

か,限 界的または臨時的需要者にすぎなかった客を経常的な顧客に転化 した

かどうか,取 扱商品の一部分に対する需要 しかなか った顧客に対 し,販 売商

品の種類 と金額を増加 したか否か,さ らにこうした努力が適正な利潤率を持

つ商品に向け られているか否か,代 金の回収条件は不当ではないかどうか と

い うような分析 と結合 しなければならないのである。

か ように,商 品別利益分析 も,販 売組織別利益分析 も,そ れぞれが真に意

味あるものにな りうるのは,単 なる利益数値の算出ではな く,そ れ らの数値

が商品の生産活動をも含めていかなる対市場活動に よって実現 されたもので

あるかを明 らかにするときである。すなわち,商 品別販売分析 も販売組織別

販売効率分析 も一面において市場分析 とい う性格を持たざるをえないのであ

る。

この市場概念を把握する直接の契機は顧客は誰で,何 を買ったか,そ して

将来何を欲 しているのか とい う点である。更に,そ の顧客は経常的な顧客で

あるか,臨 時的,限 界需要者であるのか,取 扱商品全部の需要者か,一 部商

品のみの需要者か,競 争企業は誰で,市 場におけ るそれぞれの シェアーは何

パーセ ントか,代 金決済条件は どうか等が主たる把握点をなすであろ う。

企業にとって,市 場はか ように人格的かつ直接的に把握 され ると同時に,

顧客を産業別に分類 した産業別市場,地 域別に分類 した地域別市場,所 得階

層別に分類 した所得階層別市場のごとく,非 人格的市場概念 としても把えな

ければならない。
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4.販 売管理会計 と販売予算統制

前述 した処か ら明 らかなように,市 場分析はそれ 自体 としては意味を もた

ない。それはつねに商品別分析または販売組織別分析 と結 合しなけれぽなら

ない。両者が結 含す るとき,単 なる商品別分析や販売組織別分析では持 ちえ

ない生 々とした現実性を生みだす ことができる。

ところで,商 品 と販売組織 と市場の関係を考えるとき,見 逃すことのでき

ない重要な点がある。それは商品別利益分析,販 売組織別効率分析および市

場分析がそれぞれ完全な独立性を持たず,相 互に因果関係を持 っているとい

う点である。

いまか りに市場分析お よび商品別売上総利益分析を客体分析 と仮定 し,販

売組織別効率分析を主体分析 と仮定 して も,商 品分析および市場分析が客体

分析であ りうるのは,実 は狭義の販売活動の立場か らながめる限 りにおいて

にすぎない。何故なら,製 造業の場 合,個 々の商品の特性および原価は販売

活動に とり極めて重要な影響力を持ち,販 売活動はこ うした条件に より左右

され るか らである。 この意味で両者は決 して単純な客体分析ではない。ただ

一定の操業度を前提 とす るか ぎり
,商 品の原価は製造部門の責任であ り,し

たが って販売部門に とってそれは与件であるにす ぎない。 この限 りにおいて

両者は客体分析なのである。非製造業においても,販 売促進活動を とってみ

れば,販 売促進のための費用が商品の販売量に大きな影響力を持つことは周

知の事である。従 って,商 品種類別販売分析が客体分析 として考え うる条件

は限 られているといえる。

RaymondVillersは この間の事情を次の ように定式化 している。

いま

R一 製品か ら期待 され る利益

V当 該製品の販売量

P単 位販売価格
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C単 位 原 価

A当 該 製 品 が他 の製 品利 益 に 及 ぼ す影響。従 ってAは 正 負 いつ れ ともな

り うる。

の如 く定義すれ ぽ

R=V(P-C)十A

であ り,し か も

V・f1(P)

C・・f2(V)

P・=f3(C)

の 関 係が成 立 す る。 換 言 す れ ば 「あ る価格 で販売量が い くらにな るだろ うか

を推定す る際,こ の 販 売 量 は 明 らか に価 格 に 依 存す る。 しか も価格 は原価

に,原 価 は販 売 量 に依 存 す る ので あ る」。 したが って,こ こに はV,C,P間

(23)

に悪循環が存在す ることになる,と 。

商品別利益分析,販 売組織別効率分析,市 場分析のいつれにおいてもこの

販売量 と価格 と原価の三つが相互に因果関係をもっている以上,終 局的には

これ ら三つの主要な分析は経営者が どこかの点について下 した決定の正否を

検証す るとい うことになる。販売分析の立場か らみれば,経 営者が下 した決

定は商品別販売予算,組 織別販売予算,事 前市場分析 とい う最 も具体的な形

で存在す る。 したが って販売分析がそれ 自身の論理に忠実に実行 されるかぎ

り,そ れは販売予算統制 システムとして行わなけれぽな らない。

上述 した点を販売予算統制 と結合 して考えると商品別販売予算 と実績,販

売組織別販売予算 と実績およびこの両者 と市場分析の順列の数だけ形式的に

は方法が存在す る。 したがって,実 際にはその うちの重要なものだけを実行

すれば よいことになる。

ところで,こ うした分析に とって必要な基本的データは ①受註年月 日,

②発送年月 日,③ 商品 コー ド・ナソバー,④ 販売価格,⑤ 単位原価,⑥ 受註

(23)RaymondVillers,ibid・,P・94.
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量,⑦ 実際 発 送 量,⑧ 販売 組 織 コー ド ・ナ ソバ ー,⑨ 顧 客 人 名 お よび コー

ド ・ナ ソバ ー,⑩ 顧 客 の市 場 分 類 別 コ ー ド ・ナ ソバ ーであ り,こ れ らの基 本

的 デ ー タが 受 註 票 またはイ ソボイスにあれば よい。

勿論,販 売 分 析 を行 い,そ れ に も とつ い て何 らか の 決定 を行 うさい,こ う

した 資料 の外 に 様 々な 資料 が 必要であ る。 しか し,そ うした 資料 は必 要 に 応

じて利 用 出来れば よいのであ って,販 売 活 動 に と もな う註 文 受付 処 理 システ

ムの中にすべ てがたえず存在す る必要はない。




